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助
成
業
務

　

私
学
助
成
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校
が
我

が
国
の
学
校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る

役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、
私
立
学
校
振
興
助

成
法
に
基
づ
き
、
私
立
学
校
の
教
育
研
究
条

件
の
維
持
及
び
向
上
、
学
生
・
生
徒
等
に
か

か
る
修
学
上
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る

と
と
も
に
私
立
学
校
の
経
営
の
健
全
性
を
高

め
る
た
め
、
そ
の
充
実
に
努
め
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。

　

平
成
28
年
度
概
算
要
求
は
、
27
年
７
月
24

日
に
閣
議
了
解
さ
れ
た
「
平
成
28
年
度
予
算

の
概
算
要
求
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
方
針

に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
行
う
こ
と
と
さ
れ
ま

し
た
。
文
部
科
学
省
全
体
と
し
て
は
、
教
育

再
生
実
行
会
議
の
提
言
等
を
踏
ま
え
、
学
ぶ

意
欲
と
能
力
の
あ
る
す
べ
て
の
子
供
・
若

者
、
社
会
人
が
質
の
高
い
教
育
を
受
け
、
一

人
一
人
が
そ
の
能
力
を
最
大
限
伸
長
で
き
る

社
会
の
実
現
、
２
０
２
０
年
東
京
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
レ

ガ
シ
ー
の
創
出
、
世
界
で
最
も
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
に
適
し
た
国
の
実
現
を
目
指
し
、
教

育
再
生
、
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
、
科
学
技
術
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
関
連
施
策
を
未
来
へ
の
先
行

投
資
と
し
て
強
力
に
推
進
す
る
こ
と
と
し
て

お
り
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
概
算
要
求
を
８

月
31
日
に
提
出
し
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
特
に
、
私
学
助
成
関
係
予
算

に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
で
は
、
５
８
８
億

円
増
の
４
８
９
９
億
円
、
復
興
特
別
会
計
で

は
、
23
億
円
と
な
っ
て
お
り
、
私
学
助
成
全

体
で
４
９
２
２
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
な
内
容
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

私
立
大
学
等
の
経
常
費
に
対
す
る
補
助

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

平
成
28
年
度　

私
学
助
成
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課
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は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

　

平
成
28
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
建

学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
私
立
大
学
等

の
教
育
研
究
活
動
を
支
援
す
る
た
め
の
基
盤

的
経
費
を
充
実
し
ま
す
。
一
般
補
助
で
は
、

教
職
員
給
与
費
な
ど
大
学
等
の
運
営
に
不
可

欠
な
教
育
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
へ
の

補
助
の
た
め
、
36
億
円
増
の
２
７
４
７
億
円

を
要
求
し
て
い
ま
す
。
特
別
補
助
で
は
、
32

年
度
以
降
の
18
歳
人
口
の
急
激
な
減
少
を
見

据
え
、
経
営
改
革
や
地
域
発
展
に
取
り
組
む

私
立
大
学
等
に
対
す
る
支
援
を
引
き
続
き
実

施
す
る
た
め
、
86
億
円
増
の
５
２
８
億
円
を

要
求
し
て
い
ま
す
。
大
学
内
・
大
学
間
で
の

ス
ピ
ー
ド
感
あ
る
経
営
改
革
を
進
め
、
地
方

に
高
度
な
大
学
機
能
の
集
積
を
図
る
地
方
の

中
小
規
模
私
立
大
学
等
に
対
し
、
集
中
的
支

援
を
行
う
た
め
、「
私
立
大
学
等
経
営
強
化

集
中
支
援
事
業
」
に
つ
い
て
70
億
円
を
要
求

す
る
と
と
も
に
、
教
育
の
質
的
転
換
等
の
改

革
に
全
学
的
・
組
織
的
に
取
り
組
む
私
立
大

学
等
に
対
し
て
重
点
的
に
支
援
す
る
た
め
、

「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
」
に
つ

い
て
１
９
２
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
優
先

課
題
と
し
て
全
学
的
な
独
自
色
を
大
き
く
打

ち
出
す
研
究
に
取
り
組
む
私
立
大
学
に
対

し
、
経
常
費
・
設
備
費
・
施
設
費
を
一
体
と

し
て
重
点
的
に
支
援
す
る
「
私
立
大
学
研
究

ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
事
業
」を
新
た
に
創
設
し
、

79
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。
そ
の
ほ
か
、

経
済
的
に
修
学
困
難
な
学
生
等
に
対
す
る
授

業
料
減
免
の
充
実
を
図
る
た
め
、
86
億
円
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

　

復
興
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、
被
災
３
県

に
所
在
す
る
大
学
等
の
安
定
的
教
育
環
境
の

整
備
や
被
災
学
生
の
授
業
料
減
免
等
を
支
援

す
る
た
め
、
18
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
全
体
は
、
一
般
会
計
及
び
復
興
特
別
会
計

を
合
わ
せ
て
、
１
１
１
億
円
増
の
３
２
９
２

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

私
立
高
等
学
校
等
の
経
常
費
助
成
費
等
に

対
す
る
補
助

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
等
教
育
学
校
、

中
学
校
、
小
学
校
、
幼
稚
園
、
特
別
支
援
学

校
及
び
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
経
常
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費
助
成
を
行
う
都
道
府
県
に
対
し
て
、
国
が

そ
の
一
部
を
補
助
す
る
も
の
で
す
。

　

平
成
28
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
一

般
補
助
の
幼
児
児
童
生
徒
数
の
増
減
を
反
映

す
る
と
と
も
に
、
一
人
あ
た
り
単
価
を
１
・

１
％
増
額
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
予
算
の
重
点
化
を
進
め
る
「
新
し

い
日
本
の
た
め
の
優
先
課
題
推
進
枠
」
と
し

て
、
特
別
補
助
の
う
ち
「
幼
稚
園
等
特
別
支

援
教
育
経
費
」
及
び
「
教
育
の
質
の
向
上
を

図
る
学
校
支
援
経
費
」
に
つ
い
て
、
64
億
円

を
要
望
し
て
い
ま
す
。「
幼
稚
園
等
特
別
支

援
教
育
経
費
」
に
つ
い
て
は
、
障
害
の
あ
る

園
児
の
受
け
入
れ
人
数
が
増
加
傾
向
に
あ
る

こ
と
か
ら
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
支
援
対
象

園
児
数
の
増
等
を
行
い
、
57
億
円
を
要
望
し

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、「
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校

支
援
経
費
」
に
つ
い
て
は
、
教
育
の
質
の
向

上
の
た
め
、
教
育
の
国
際
化
、
相
談
体
制
の

整
備
な
ど
を
進
め
る
学
校
へ
の
支
援
を
拡
充

す
る
た
め
、
加
算
単
価
増
等
を
行
い
、
７
億

円
を
要
望
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
預
か
り
保
育
等
の
子
育
て
支

援
推
進
経
費
、
過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費
、

授
業
料
減
免
事
業
等
特
別
経
費
に
つ
い
て
、

必
要
な
経
費
を
引
き
続
き
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
全
体
と
し
て
は
、
35
億
円
増
の
１
０
５
５

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
に
対
す
る
補
助

　

私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
整
備
費
補
助
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
等
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設

備
等
の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。
特
に

東
日
本
大
震
災
の
教
訓
等
を
踏
ま
え
、
ま
た

今
後
発
生
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
南
海
ト
ラ
フ

地
震
や
首
都
直
下
地
震
に
備
え
る
た
め
耐
震

化
の
一
層
の
促
進
を
図
る
こ
と
と
し
て
お

り
、
学
生
、
生
徒
等
の
安
全
性
の
確
保
及
び

地
域
の
応
急
避
難
場
所
と
し
て
の
機
能
を
確

保
す
る
観
点
か
ら
学
校
施
設
の
耐
震
化
を
加

速
す
る
た
め
、
校
舎
等
耐
震
改
築
及
び
耐
震

補
強
、
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、
備
蓄
倉

庫
・
自
家
発
電
設
備
等
の
防
災
機
能
強
化
等

に
対
し
４
２
９
億
円
（
う
ち
４
２
０
億
円
を

優
先
課
題
推
進
枠
で
要
求
）
を
要
求
し
て
い

ま
す
。

　

ま
た
、
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業

団
の
融
資
を
受
け
て
実
施
さ
れ
る
私
立
の
大

学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校
並
び
に
高

等
学
校
・
中
等
教
育
学
校
・
中
学
校
・
小
学

校
・
幼
稚
園
・
特
別
支
援
学
校
及
び
専
修
学

校
・
各
種
学
校
が
行
う
危
険
建
物
と
認
定
さ

れ
た
旧
耐
震
基
準
で
建
設
さ
れ
た
学
校
施
設

（
昭
和
56
年
以
前
の
建
物
）
の
建
替
え
整
備

事
業
、
私
立
大
学
病
院
の
建
替
え
整
備
事
業

に
つ
い
て
利
子
助
成
を
行
う
私
立
学
校
施
設

高
度
化
推
進
事
業
費
補
助
に
つ
い
て
も
16
億

円
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
前
述
の
「
私
立
大
学
研
究
ブ
ラ

ン
デ
ィ
ン
グ
事
業
」（
学
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
の
下
、
優
先
課
題
と
し
て
全
学
的
な
独
自

色
を
大
き
く
打
ち
出
す
研
究
に
取
り
組
む
私

立
大
学
に
対
す
る
支
援
）
の
ほ
か
、
引
き
続

き
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事
業
」
に

お
い
て
、
施
設
・
装
置
等
の
整
備
を
通
じ
た

支
援
を
行
う
た
め
、
合
わ
せ
て
44
億
円
を
優

先
課
題
推
進
枠
で
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
工
事
や
身

体
障
害
者
及
び
高
齢
者
等
の
施
設
利
用
に
配

慮
し
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
工
事
、
情
報
教
育

や
教
育
・
研
究
の
基
盤
強
化
な
ど
の
教
育
研

究
機
能
の
高
度
化
の
た
め
の
装
置
・
設
備
の

充
実
、
太
陽
光
発
電
等
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
活
用
に
配
慮
し
た
私
立
学
校
施
設
の
整

備
の
推
進
を
支
援
し
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
学
校
の
施
設
・
設

備
費
全
体
は
、
対
前
年
度
４
３
１
億
円
増
の

５
２
３
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の

貸
付
事
業

　

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
28

年
度
の
貸
付
事
業
に
つ
い
て
は
、
私
立
学
校

の
耐
震
改
築
・
改
修
事
業
、
老
朽
校
舎
等
の

建
替
え
整
備
事
業
、
施
設
・
設
備
の
整
備
等

に
対
す
る
貸
付
計
画
額
を
１
１
４
８
億
円
と

し
、
そ
の
財
源
の
一
部
と
し
て
財
政
融
資
資

金
８
６
５
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

私
立
大
学
等
教
育
研
究
活
性
化
設
備
整
備

事
業

　

前
述
の
「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事

業
」
の
一
環
と
し
て
、
教
育
の
質
的
転
換
、

地
域
発
展
、
産
業
界
・
他
大
学
等
と
の
連
携
、

グ
ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
の
改
革
の
基
盤
と
な
る

教
育
研
究
設
備
の
整
備
を
支
援
す
る
た
め
、

46
億
円
を
優
先
課
題
推
進
枠
に
お
い
て
要
求

し
て
い
ま
す
。

私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧

　

私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧
に
つ
い
て

は
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け

た
私
立
学
校
施
設
を
早
期
に
復
旧
し
、
学
校

教
育
の
円
滑
な
実
施
を
確
保
す
る
た
め
に
、

必
要
な
経
費
を
補
助
す
る
も
の
で
す
。

　

平
成
28
年
度
概
算
要
求
に
お
い
て
は
、
被

災
し
た
私
立
学
校
施
設
の
う
ち
、
津
波
被
害

地
域
、
避
難
指
示
解
除
準
備
区
域
等
に
あ
る

復
旧
事
業
未
着
手
等
の
学
校
施
設
の
復
旧
事

業
に
必
要
な
経
費
と
し
て
、
約
４
億
円
を
要

求
し
て
い
ま
す
。

　

併
せ
て
、
私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧
補

助
の
対
象
と
な
る
私
立
学
校
を
設
置
す
る
学

校
法
人
に
対
し
、
教
育
活
動
の
復
旧
に
必
要

な
経
費
を
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費

補
助
に
お
い
て
支
援
す
る
た
め
、
約
１
億
円

を
復
興
特
別
会
計
に
お
い
て
要
求
し
て
い
ま

す
。
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産
業
構
造
の
変
化
や
技
術
革
新
が
進
む

中
、
我
が
国
が
成
長
・
発
展
し
続
け
る
た
め

に
は
、
よ
り
多
く
の
人
が
社
会
的
・
職
業
的

に
自
立
し
、
た
く
ま
し
く
生
き
抜
い
て
い
け

る
よ
う
「
真
の
学
ぶ
力
」
を
身
に
付
け
、
生

涯
に
わ
た
り
学
び
続
け
る
こ
と
が
必
要
で

す
。
ま
た
、
職
業
人
を
志
す
人
に
は
、
実
社

会
で
の
活
躍
に
必
要
な
実
践
的
な
知
識
や
技

能
を
修
得
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

専
修
学
校
は
、
柔
軟
で
弾
力
的
な
制
度
の

特
色
を
生
か
し
て
、
社
会
の
変
化
に
即
応
し

た
実
践
的
な
職
業
教
育
を
行
う
教
育
機
関
と

し
て
発
展
を
続
け
、
産
業
界
を
は
じ
め
社
会

か
ら
高
く
評
価
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

文
部
科
学
省
と
し
て
も
、
こ
の
よ
う
な
専

修
学
校
の
果
た
す
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、

専
修
学
校
制
度
の
特
色
を
生
か
し
た
各
種
施

策
の
充
実
等
を
図
る
な
ど
専
修
学
校
教
育
の

振
興
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
28
年
度
専
修
学
校
関
係
予
算
と
し
て

概
算
要
求
し
て
い
る
主
な
事
項
は
次
の
と
お

り
で
す
。

成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材

養
成
等
の
戦
略
的
推
進

　

専
修
学
校
、
大
学
、
大
学
院
、
短
期
大
学
、

高
等
専
門
学
校
、高
等
学
校
等
の
教
育
機
関
、

企
業
・
業
界
団
体
、
そ
の
他
関
係
機
関
が
協

働
し
、
地
域
や
産
業
界
の
人
材
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
、
社
会
人
等
が
学
び
や
す
い
教
育
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
実
証
を
行
う
と
と
も
に
、

高
等
専
修
学
校
等
に
お
け
る
特
色
あ
る
教
育

を
推
進
す
る
た
め
、
引
き
続
き
必
要
な
経
費

を
要
求
し
て
い
ま
す
。

 

専
修
学
校
版
デ
ュ
ア
ル
教
育
推
進
事
業

　

専
修
学
校
に
お
い
て
、
産
業
界
の
ニ
ー
ズ

平
成
28
年
度　

専
修
学
校
関
係
予
算
の
概
算
要
求

文
部
科
学
省
生
涯
学
習
政
策
局
専
修
学
校
教
育
振
興
室
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を
踏
ま
え
た
専
門
人
材
育
成
機
能
を
強
化
す

る
た
め
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る

ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
在
り
方
を
見

据
え
、
学
習
と
実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
行
う

効
果
的
な
教
育
手
法
を
開
発
し
、
学
校
・
産

業
界
双
方
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
し
て
作
成
・

共
有
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
質
保
証
・
向
上

を
図
り
つ
つ
、
実
効
的
・
組
織
的
な
産
学
協

同
に
よ
る
教
育
体
制
を
構
築
し
、
推
進
・
拡

大
し
て
い
く
こ
と
を
目
指
す
た
め
、
新
た
に

3
億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

職
業
実
践
専
門
課
程
等
を
通
じ
た
専
修
学

校
の
質
保
証
・
向
上
の
推
進

　
「
職
業
実
践
専
門
課
程
」
の
取
り
組
み
充

実
に
向
け
た
説
明
会
を
開
催
す
る
と
と
も

に
、
研
修
モ
デ
ル
の
開
発
・
実
証
や
専
修
学

校
に
お
け
る
第
三
者
評
価
の
導
入
な
ど
、
更

な
る
質
保
証
・
向
上
の
た
め
の
取
り
組
み
を

推
進
し
、
そ
れ
ら
の
課
題
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
取

り
ま
と
め
検
証
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
広
く

全
国
に
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
専
修
学
校

全
体
の
質
保
証
・
向
上
を
図
る
た
め
、
引
き

続
き
必
要
な
経
費
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

専
門
学
校
生
へ
の
効
果
的
な
経
済
的
支
援

の
在
り
方
に
関
す
る
実
証
研
究
事
業

　

意
欲
と
能
力
の
あ
る
専
門
学
校
生
や
専
門

学
校
進
学
希
望
者
が
経
済
的
理
由
に
よ
り
修

学
を
断
念
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
専
門
学

校
生
に
対
す
る
経
済
的
支
援
策
に
つ
い
て
総

合
的
な
検
討
を
進
め
る
た
め
、
教
育
機
会
を

確
保
す
る
た
め
の
取
り
組
み
、
公
費
投
入
に

つ
い
て
の
教
育
的
効
果
の
検
証
や
効
果
的
な

修
学
支
援
の
検
証
等
に
つ
い
て
実
証
的
な
研

究
を
行
う
た
め
、
対
前
年
度
3
億
円
増
の
6

億
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト
事
業

　

①
専
修
学
校
へ
の
留
学
及
び
企
業
へ
の
就

職
に
向
け
た
広
報
、
②
就
労
ビ
ザ
等
の
法
律

改
正
等
に
伴
う
専
修
学
校
の
留
学
生
受
け
入

れ
環
境
の
整
備
、
③
専
修
学
校
留
学
生
の
状

況
調
査
、
な
ど
を
通
じ
、
専
修
学
校
へ
の
留

学
に
か
か
る
入
口
か
ら
出
口
ま
で
の
体
系
的

な
支
援
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
専
修
学
校

に
お
け
る
外
国
人
留
学
生
の
受
け
入
れ
を
推

進
し
、
日
本
で
活
躍
す
る
外
国
人
材
の
活
用

を
促
す
た
め
、
引
き
続
き
必
要
な
経
費
を
要

求
し
て
い
ま
す
。

専
修
学
校
の
教
育
基
盤
の
整
備

　

教
育
装
置
や
情
報
処
理
関
係
設
備
の
整

備
、
学
校
施
設
や
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
工

事
、
エ
コ
改
修
工
事
等
の
専
修
学
校
の
教
育

基
盤
の
整
備
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助

す
る
た
め
、
引
き
続
き
必
要
な
予
算
を
要
求

し
て
い
ま
す
。

　

平
成
25
年
４
月
22
日
付
で
発
出
さ
れ
た

「
学
校
法
人
会
計
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
平
成
25
年
４
月
22
日
付
文
部
科
学
省

令
第
15
号
）」
に
よ
り
、
27
年
度
の
会
計
よ

り
新
し
い
会
計
基
準
が
適
用
さ
れ
て
い
ま
す

（
知
事
所
轄
学
校
法
人
に
お
い
て
は
28
年
度

よ
り
適
用
）。

　

具
体
的
な
改
正
内
容
に
関
し
て
は
、
25
年

12
月
に
文
部
科
学
省
が
説
明
会
を
開
催
し
ま

し
た
。
そ
の
際
、
私
学
事
業
団
か
ら
、
財
務

比
率
の
変
更
に
つ
い
て
ご
紹
介
し
ま
し
た
。

　

説
明
会
以
降
、
関
係
各
位
か
ら
の
意
見
等

を
参
考
に
、
比
率
の
意
義
を
よ
り
適
切
な
も

の
と
す
る
た
め
検
討
を
重
ね
て
き
ま
し
た
の

で
、
そ
の
主
な
改
正
内
容
を
ご
案
内
し
ま

す
。

　

１　

財
務
比
率
の
新
設

　

事
業
活
動
収
支
計
算
書
及
び
活
動
区
分
資

金
収
支
計
算
書
に
お
い
て
、
区
分
経
理
の
考

え
方
が
導
入
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、
各
区
分

に
お
け
る
財
政
状
況
を
把
握
で
き
る
指
標
が

必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
財
務
比
率

を
設
け
ま
す
。

　

２　

算
定
式
の
変
更

　

学
校
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
伴
い
、
勘

定
科
目
名
が
変
更
と
な
っ
た
も
の
に
つ
い
て

所
要
の
変
更
を
行
う
も
の
で
す
。

　

３　

用
語
の
整
理

　

各
財
務
比
率
間
で
定
義
の
異
な
る
用
語

や
、
紛
ら
わ
し
い
表
記
と
な
っ
て
い
た
用
語

に
つ
い
て
、
内
容
を
整
理
し
、
用
語
を
統
一

す
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
改
正
内
容
の
詳
細
に
つ
き
ま
し
て
は

27
年
９
月
30
日
付
で
学
校
法
人
事
務
局
長
宛

て
に
事
務
連
絡
を
出
し
、
電
子
窓
口
に
掲
載

し
て
お
り
ま
す
の
で
、
併
せ
て
ご
確
認
く
だ

さ
い
。

　

ま
た
、
新
た
な
財
務
比
率
の
一
覧
に
つ
き

ま
し
て
は
10
月
中
に
当
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
す
る
予
定
で
す
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー　

私
学
情
報
室

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
８
４
６
〜
７
８
４
８

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

学
校
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
伴
う

新
た
な
財
務
比
率
に
つ
い
て
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は
じ
め
に

　

経
営
判
断
指
標
は
、「
学
校
法
人
活
性
化
・

再
生
研
究
会
―
最
終
報
告
」（
平
成
19
年
８

月
）
に
お
い
て
、
初
め
て
提
示
さ
れ
ま
し

た
。
そ
の
後
、
中
央
教
育
審
議
会
大
学
分
科

会
「
中
長
期
的
な
大
学
教
育
の
在
り
方
に
関

す
る
第
四
次
報
告
」（
22
年
６
月
）
に
お
け

る
「
経
営
判
断
指
標
の
精
緻
化
」
の
提
案
を

受
け
て
、
私
学
事
業
団
で
は
、
24
年
３
月
に

経
営
判
断
指
標
の
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
、
学
校
法
人
会
計
基
準
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
が
出
さ
れ
、
27
年
度
（
知

事
所
轄
学
校
法
人
に
つ
い
て
は
28
年
度
）
以

後
の
会
計
年
度
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
伴

い
、
経
営
判
断
指
標
に
つ
い
て
も
、
そ
の
一

部
を
変
更
し
ま
し
た
。
ご
活
用
い
た
だ
く
た

め
に
、
変
更
点
や
活
用
の
ポ
イ
ン
ト
等
に
つ

い
て
解
説
し
ま
す
。

変
更
の
ポ
イ
ン
ト

　

今
回
の
学
校
法
人
会
計
基
準
の
一
部
改
正

に
伴
う
経
営
判
断
指
標
の
変
更
は
次
の
と
お

り
で
す
。

① 

こ
れ
ま
で
の
資
金
収
支
計
算
書
を
組
み

替
え
た
「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書

（
案
）」
か
ら
、
新
た
に
作
成
が
義
務
付
け

ら
れ
た
（
知
事
所
轄
学
校
法
人
を
除
く
）

「
活
動
区
分
資
金
収
支
計
算
書
」
を
使
用

し
ま
す
。

② 

フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト
の
「
教
育
研
究
活
動
の

Ｃ
Ｆ
」
を
「
教
育
活
動
資
金
収
支
差
額
」

に
、「
帰
属
収
支
差
額
」
を
「
経
常
収
支

差
額
」
に
そ
れ
ぞ
れ
変
更
し
ま
す
。

経
営
判
断
指
標
の
区
分

　

経
営
判
断
指
標
は
、
フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト

（
図
）
の
各
質
問
の
結
果
に
基
づ
き
、
経
営

状
態
を
Ａ
１
〜
Ｄ
３
ま
で
の
14
種
類
に
区
分

し
、
さ
ら
に
「
正
常
状
態
」（
Ａ
１
〜
Ａ
３
）、

「
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン
」
（
Ｂ
１
〜
Ｂ
４
及
び

Ｃ
１
〜
Ｃ
３
）、「
レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
」（
Ｄ
１

〜
Ｄ
３
）
の
三
つ
の
大
き
な
区
分
に
分
類
し

て
い
ま
す
。

具
体
的
な
分
析
方
法

① 

教
育
活
動
資
金
収
支
差
額
が
２
年
連
続
で

赤
字
で
あ
る

　

 　

資
金
シ
ョ
ー
ト
の
兆
候
を
早
期
に
発
見

し
、
経
営
破
綻
を
防
止
す
る
た
め
に
、
教

育
活
動
資
金
収
支
差
額
が
ど
の
程
度
プ
ラ

ス
を
生
み
出
せ
て
い
る
か
が
重
要
と
な
り

ま
す
。

　

 　

そ
こ
で
、直
近
２
か
年
の
決
算
実
績
と
、

学
生
数
か
ら
推
計
し
た
今
年
度
の
決
算
見

込
み
を
使
っ
て
算
出
し
た
教
育
活
動
資
金

学
校
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
伴
う

経
営
判
断
指
標
の
変
更
点
と
活
用
の
ポ
イ
ン
ト

 
3  

 
3  
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収
支
差
額
が
、
３
か
年
の
う
ち
２
か
年
以

上
赤
字
で
あ
る
か
ど
う
か
に
よ
り
判
定
し

ま
す
。

② 

外
部
負
債
と
運
用
資
産
を
比
較
し
て
外
部

負
債
が
超
過
し
て
い
る

　

 　

運
用
資
産
と
は
、
換
金
性
が
高
い
資
産

を
指
し
、
具
体
的
に
は
、
現
金
預
金
、
有

価
証
券
、
特
定
預
金
（
資
産
）
を
意
味
し

て
お
り
、
ま
た
、
外
部
負
債
と
は
、
借
入

金
、
学
校
債
、
未
払
金
及
び
手
形
債
務
の

合
計
額
に
な
り
ま
す
。

　

 　

こ
の
場
合
、
教
育
活
動
資
金
収
支
差
額

の
赤
字
補
て
ん
の
た
め
に
運
用
資
産
を
取

り
崩
す
上
に
、
運
用
資
産
を
超
え
る
過
大

な
外
部
負
債
返
済
の
た
め
に
も
運
用
資
産

を
取
り
崩
さ
ざ
る
を
得
ず
、
極
め
て
厳
し

い
財
務
状
況
と
判
定
さ
れ
ま
す
。

③ 

耐
久
年
数
に
よ
り
三
つ
に
区
分

　

 　
「
耐
久
年
数
」
と
は
、
資
金
シ
ョ
ー
ト

に
至
る
ま
で
の
年
数
で
す
。
具
体
的
に

は
、
現
在
保
有
し
て
い
る
運
用
資
産
に
つ

い
て
、
教
育
活
動
資
金
収
支
差
額
の
赤
字

分
の
補
て
ん
や
外
部
負
債
の
返
済
に
よ
る

資
金
流
出
を
予
測
し
た
場
合
、
何
年
後
に

枯
渇
す
る
か
を
見
て
い
ま
す
。

　

 　

最
も
厳
し
い
Ｄ
判
定
と
な
る
4
年
未
満

は
、
改
組
転
換
等
の
改
革
の
成
果
が
現
れ

る
ま
で
に
最
低
限
必
要
な
年
数
と
し
て
、

修
業
年
限
を
基
準
に
、
４
年
（
短
大
法
人

は
２
年
）
未
満
に
資
金
シ
ョ
ー
ト
す
る
可

能
性
が
あ
る
か
で
判
断
し
ま
す
。
4
〜
10

年
と
10
年
以
上
は
、改
革
の
準
備
・
実
施
・

経
過
を
み
る
時
間
的
な
余
裕
が
あ
る
と
思

わ
れ
る
10
年
を
基
準
に
判
定
し
ま
す
。

④ 

外
部
負
債
を
約
定
年
数
又
は
10
年
以
内
に

返
済
で
き
な
い

　

 　

④
以
降
は
、
教
育
活
動
資
金
収
支
差
額

が
黒
字
で
あ
る
学
校
法
人
で
す
。

　

 　

こ
れ
は
、
借
入
金
が
過
大
か
否
か
を
確

認
す
る
指
標
で
あ
り
、
ま
ず
、
外
部
負
債

を
教
育
活
動
資
金
収
支
差
額
の
黒
字
分
で

約
定
通
り
返
済
し
て
い
っ
た
場
合
、
運
用

資
産
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
か
を
判
定
し
ま

す
。

　

 　

次
に
、
外
部
負
債
が
運
用
資
産
を
超
過

し
て
い
る
場
合
、
外
部
負
債
超
過
額
（
外

部
負
債
と
運
用
資
産
の
差
額
）
を
、
教
育

活
動
資
金
収
支
差
額
の
黒
字
分
で
返
済
す

る
と
仮
定
し
、「
外
部
負
債
超
過
額
÷
教

育
活
動
資
金
収
支
差
額
の
黒
字
分
」
が
、

10
年
を
超
え
る
か
を
判
定
し
ま
す
。

　

 　

運
用
資
産
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
、
又
は

右
の
計
算
結
果
が
10
年
を
超
過
す
る
場
合

に
は
、
負
債
が
過
大
と
判
断
し
、
③
で
耐

久
年
数
の
判
定
を
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

⑤
修
正
前
受
金
保
有
率
が
１
０
０
％
未
満

　

 　

運
用
資
産
が
前
受
金
よ
り
少
な
い
場
合

は
、
次
年
度
に
使
う
べ
き
前
受
金
分
の
運

用
資
産
の
先
食
い
が
懸
念
さ
れ
、
資
金
繰

り
が
厳
し
い
と
判
定
し
、
Ｂ
１
の
イ
エ

ロ
ー
ゾ
ー
ン
と
な
り
ま
す
。

⑥ 

経
常
収
支
差
額
が
２
年
連
続
赤
字
で
あ
る

　

 　

教
育
活
動
資
金
収
支
差
額
が
黒
字
で

も
、経
常
収
支
差
額
が
黒
字
で
な
け
れ
ば
、

減
価
償
却
分
の
資
金
が
留
保
さ
れ
ず
、
運

用
資
産
を
取
り
崩
す
こ
と
に
つ
な
が
る
た

め
、
直
近
２
か
年
と
今
年
度
見
込
み
の
３

か
年
の
う
ち
、
２
か
年
以
上
赤
字
の
場
合

は
、
Ｂ
０
の
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン
の
予
備
的

段
階
と
な
り
ま
す
。

⑦
黒
字
幅
が
10
％
未
満
か

　

 　

経
常
収
支
差
額
比
率
が
黒
字
で
も
、
黒

字
幅
が
10
％
未
満
の
場
合
は
、
基
本
金
組

入
相
当
の
黒
字
が
生
じ
て
お
ら
ず
、
収
支

が
均
衡
し
な
い
と
考
え
、
Ａ
３
と
な
り
ま

す
。

⑧
積
立
率
が
１
０
０
％
未
満
か

　

 　

運
用
資
産
が
、
要
積
立
額
よ
り
少
な
い

場
合
は
、
過
去
の
資
金
蓄
積
が
不
十
分
と

し
て
、Ａ
２
と
な
り
、積
立
率
が
１
０
０
％

以
上
の
場
合
は
Ａ
１
と
な
り
ま
す
。

評
価
と
対
応

　

経
営
判
断
指
標
で
イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン
・

レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
改
善

へ
向
け
た
対
応
を
行
う
こ
と
が
特
に
求
め
ら

れ
ま
す
。
各
判
定
に
お
け
る
対
応
の
目
安
は

以
下
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

○
「
Ａ
１
〜
Ｂ
０
」

　

 　

自
己
診
断
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
等
を
活
用

し
、
問
題
が
生
じ
て
い
る
部
分
が
な
い
か

を
定
期
的
に
把
握
し
、
対
応
策
を
と
る
こ

と
が
必
要
と
い
え
ま
す
。

○
「
Ｂ
１
〜
Ｂ
４
」

　

 　

10
年
以
上
資
金
が
も
つ
状
態
で
は
あ
り

ま
す
が
、「
本
業
が
赤
字
」、「
過
大
な
外

部
負
債
」、「
運
用
資
産
不
足
」
の
い
ず
れ

か
の
問
題
を
抱
え
て
い
る
こ
と
に
な
る
た

め
、
経
営
改
善
計
画
を
策
定
し
、
問
題
部

分
の
解
消
に
努
め
る
こ
と
が
重
要
と
な
り

ま
す
。

○
「
Ｃ
１
〜
Ｃ
３
」

　

 　

10
年
未
満
で
資
金
シ
ョ
ー
ト
す
る
可
能

性
が
あ
る
た
め
、
早
急
に
期
限
と
目
標
を

明
確
に
し
た
、
抜
本
的
な
経
営
改
善
計
画

の
策
定
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

○
「
Ｄ
１
〜
Ｄ
３
」

　

 　

４
年
未
満
で
資
金
シ
ョ
ー
ト
す
る
可
能

性
が
あ
る
た
め
、
早
急
に
金
融
機
関
と
の

調
整
、
遊
休
資
産
処
分
、
不
採
算
部
門
の

募
集
停
止
等
を
含
む
抜
本
的
対
応
が
必
要

と
い
え
ま
す
。

　

以
上
が
経
営
判
断
指
標
の
変
更
点
及
び
活

用
の
ポ
イ
ン
ト
等
に
な
り
ま
す
。
各
学
校
法

人
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
経
営
上
の
問
題
点

を
早
期
に
発
見
す
る
た
め
「
経
営
判
断
指

標
」
を
積
極
的
に
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
本
事
業
団
で
は
、
学
校
法
人
が
行

う
経
営
改
善
の
取
り
組
み
へ
の
支
援
及
び

様
々
な
情
報
の
収
集
・
提
供
業
務
を
行
っ
て

い
ま
す
。
こ
ち
ら
も
併
せ
て
ご
利
用
く
だ
さ

い
。
詳
し
く
は
、
本
誌
４
月
号
19
頁
の
「
私

学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー
が
行
う
サ
ー
ビ
ス
の

ご
案
内
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー　

経
営
支
援
室

☎
０
３（
３
２
３
０
）７
８
２
７
・
７
８
２
８

Ｅ
メ
ー
ル　

shien@
shigaku.go.jp
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　被用者年金制度の一元化に伴い、平成27年10月調定分（11月納付分）から「掛金等納付通知額内訳」の表示方法及び計
算方法が変更となります。また、表示方法等の変更に伴い「掛金等納付通知額内訳」は、納付通知書又は口座振替のお知
らせと別様式になります。
　なお、納付通知額の見方（詳細）を27年10月調定分（11月納付分）の納付通知書に同封しますのでご覧ください。
■納付通知額内訳の見方
　①掛金等区分
　　 　掛金等区分は、短期（福祉）掛金１・２、介護掛金、加入者保険料、退職等年金給付掛金（10頁参照）及び子ども・

子育て拠出金となります。
　②掛金等区分ごとの通知額
　　 　報酬及び賞与にかかる掛金等の額を、加入者ごとに１円未満の端数を持ったまま合算し、合算額の１円未満の端数

は切り捨てます。
　③学校法人等への納付通知額合計
　　 　②で求めた掛金等の区分ごとの通知額を合算します。

掛金等納付通知額内訳を変更します
業務部 掛金課
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す
で
に
広
報
誌
等
で
ご
案
内
し
て
い
る
と

お
り
、
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
法
が
10

月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
私

学
教
職
員
や
公
務
員
も
、
厚
生
年
金
に
加
入

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
被
用
者
（
私
学
教
職
員
や

公
務
員
を
含
む
い
わ
ゆ
る
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
）

は
、
同
じ
年
金
制
度
に
加
入
す
る
こ
と
と
な

り
、
年
金
財
政
の
規
模
を
拡
大
し
て
制
度
の

安
定
性
を
高
め
る
と
と
も
に
、
将
来
に
向
け

て
同
一
の
報
酬
で
あ
れ
ば
同
一
の
保
険
料
を

負
担
し
、
同
一
の
年
金
給
付
を
受
け
る
こ
と

と
さ
れ
、
公
平
性
が
確
保
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

な
お
、
一
元
化
前
の
加
入
者
期
間
を
有
す

る
場
合
は
、
年
金
の
給
付
額
の
算
定
な
ど
に

つ
い
て
、
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
私
学
共
済
の
年
金
制
度

に
あ
っ
た
３
階
部
分
の
年
金
（
職
域
部
分
）

は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
が
、
こ
れ
に
か
わ
り
、

新
た
に
「
退
職
等
年
金
給
付
」
制
度
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。

　

私
学
事
業
団
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
に
私

学
教
職
員
に
か
か
る
年
金
や
医
療
保
険
の
適

用
、
掛
金
等
の
徴
収
及
び
給
付
の
裁
定
等
の

事
務
並
び
に
福
祉
事
業
の
運
営
を
行
っ
て
い

き
ま
す
。

　

平
成
27
年
10
月
か
ら
新
た
に
創
設
さ
れ
た

「
退
職
等
年
金
給
付
」
に
か
か
る
掛
金
率
を

は
じ
め
と
し
た
諸
率
に
つ
い
て
、
次
の
と
お

り
決
定
し
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
い
た
し
ま

す
。

　

な
お
、
本
制
度
の
詳
し
い
内
容
に
つ
い
て

は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
又
は
加
入
者

向
広
報
「
レ
タ
ー
」
５
月
号
と
一
緒
に
配
付

し
ま
し
た
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
「
退
職
等
年
金
給

付
制
度
に
つ
い
て
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
１　

退
職
等
年
金
給
付
に
か
か
る

　
　

掛
金
率　

１
・
50　

％

　

退
職
等
年
金
給
付
に
か
か
る
掛
金
率
の
決

定
に
よ
り
、
27
年
10
月
か
ら
の
掛
金
等
の
率

は
表
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た
。

２　

 

退
職
等
年
金
給
付
に
か
か
る
付
与

率
、
基
準
利
率
及
び
年
金
現
価
率

の
設
定
に
つ
い
て

　

私
学
共
済
制
度
の
退
職
等
年
金
給
付
に
か

か
る
諸
率
に
つ
い
て
、
制
度
創
設
時
に
お
け

る
付
与
率
及
び
基
準
利
率
の
設
定
を
、
国
公

立
学
校
教
職
員
と
の
待
遇
均
衡
の
観
点
等
か

ら
、
公
務
員
に
設
け
ら
れ
る
年
金
払
い
退
職

給
付
に
準
じ
る
こ
と
と
し
、
ま
た
、
年
金
現

価
率
は
、
基
準
利
率
の
設
定
を
受
け
て
算
定

平
成
27
年
10
月
に

被
用
者
年
金
制
度
が
一
元
化

さ
れ
ま
し
た

企
画
室

「
退
職
等
年
金
給
付
」（
新
３
階
年
金
）
の
掛
金
率
等
に
つ
い
て

企
画
室

す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、
退
職
等
年
金
給
付
に

か
か
る
諸
率
は
、
次
の
と
お
り
と
な
り
ま
し

た
。

①　

付
与
率　

１
・
50　

％

　

付
与
率
と
は
、
加
入
者
期
間
で
あ
る
各
月

の
標
準
報
酬
月
額
等
に
基
づ
き
積
立
額
（
付

与
額
）
を
算
定
す
る
た
め
の
率
で
す
。
こ
の

付
与
率
は
、
本
制
度
が
加
入
者
で
あ
っ
た
者

及
び
そ
の
遺
族
の
適
当
な
生
活
の
維
持
を
図

る
こ
と
を
目
的
と
す
る
年
金
制
度
の
一
環
を

な
す
も
の
で
あ
る
こ
と
並
び
に
国
家
公
務
員

共
済
組
合
（
以
下
「
国
共
済
」
と
い
い
ま
す
）

に
お
け
る
付
与
率
等
の
事
情
を
勘
案
し
て
定

め
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

②　

基
準
利
率　

０
・
48　

％

　

基
準
利
率
と
は
、
積
立
額
に
対
す
る
利
子

や
年
金
現
価
率
を
算
定
す
る
た
め
の
率
で

す
。
こ
の
基
準
利
率
は
、
国
債
の
利
回
り
を

基
礎
と
し
て
、
積
立
金
の
運
用
の
状
況
及
び

見
通
し
並
び
に
国
共
済
に
お
け
る
基
準
利
率

を
勘
案
し
て
設
定
し
ま
す
（
具
体
的
に
は
、

10
年
国
債
応
募
者
利
回
り
の
直
近
１
年
間
又

は
５
年
間
の
平
均
の
い
ず
れ
か
低
い
率
を
基

礎
と
し
ま
す
）。

【平成27年10月から28年３月までの掛金等の率】 （単位：％）

区　分
短期給付等事務掛金率 退職等年金

給付分掛金率
加入者保険料率
（軽減保険料率） 合　計

短期給付分 福祉事業分 介護分 小　計

甲 種 加 入 者 7.445 0.250 1.125 8.820 1.50 13.557 23.877

乙種加入者等 7.445 0.195 1.125 8.765 ― ― 8.765

丙 種 加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.50 13.557 15.252

任意継続加入者 7.445 0.125 1.125 8.695 ― ― 8.695

※１　乙種加入者等とは、短期給付のみ適用者（乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院等への公務員派遣加入者）をいいます。
※２　掛金等の負担は、甲種・乙種・丙種加入者については、加入者と学校法人等が折半負担、任意継続加入者については全額加入者負担となります。
※３　都道府県補助金は、標準報酬月額にかかる加入者保険料に対し補助されます。標準賞与額にかかる加入者保険料に対して補助はありません。
※４　加入者保険料率（厚生年金の保険料）は、27年10月から28年３月までの間、14.354％から0.797ポイントを軽減した率（軽減保険料率）となります。
※５　40歳未満又は65歳以上の人は、介護分掛金の負担はありません。
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③　
 

年
金
現
価
率

　
　
（
終
身
年
金
現
価
率
、
有
期
年
金
現
価
率
）

　

年
金
現
価
率
と
は
、
基
準
利
率
や
死
亡

率
、
国
共
済
に
お
け
る
年
金
現
価
率
等
を
勘

案
し
、
終
身
に
わ
た
り
又
は
支
給
残
月
数
の

期
間
に
お
い
て
一
定
額
の
年
金
と
な
る
よ
う

に
年
金
額
を
算
定
す
る
た
め
の
率
で
す
。

　

こ
の
年
金
現
価
率
は
、
終
身
年
金
現
価
率

に
あ
っ
て
は
年
齢
ご
と
に
、
有
期
年
金
現
価

率
に
あ
っ
て
は
支
給
残
月
数
ご
と
に
、
そ
れ

ぞ
れ
設
定
し
ま
す
。

年　金　現　価　率　表　（抄）
年　齢（歳） 終身年金現価率 支給残月数（月） 有期年金現価率

60 26.656751  24 1.989659 
65 22.733171  48 3.960355
70 18.839531  72 5.912266
75 15.036723  96 7.845574
80 11.477176 120 9.760455
85 8.320735 144 11.657084
90 5.766707 168 13.535636
95 3.860453 192 15.396283
100 2.544669 216 17.239195

240 19.064542 
※ 　上記の現価率表は抜粋です。各年齢ごと、各支給残月数ごとの年金現価率の詳細は、
私学共済ホームページを参照してください。

【　参　考　】

有期年金現価率

終身年金現価率

基準利率

付与率
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共
済
業
務

加
入
者
向
け
説
明
会

●
説
明
内
容

　

病
気
や
ケ
ガ
に
対
す
る
短
期
給
付
の
手
続

き
や
将
来
の
年
金
を
受
給
す
る
た
め
の
基
礎

知
識
、
そ
の
他
福
祉
事
業
に
つ
い
て

●
参
加
対
象
者

　

加
入
者
（
加
入
者
期
間
が
、
お
お
む
ね
3

年
以
内
の
人
）

●
参
加
費　

無
料

●
申
し
込
み
方
法

　

ブ
ロ
ッ
ク
誌
又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
「
加
入
者
向
け
説
明

会
申
込
書
」
に
よ
り
、
申
込
締
め
切
り
日

（
必
着
）
ま
で
に
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済

業
務
課
へ
郵
送
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

●
参
加
の
可
否
通
知

　

申
込
締
め
切
り
日
後
に
参
加
の
可
否
を
申

込
者
宛
て
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

●
そ
の
他

　

定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
抽
選
と
な
り
ま

す
。
ま
た
、
申
込
者
が
著
し
く
少
な
い
開
催

地
区
は
、
中
止
と
さ
せ
て
い
た
だ
く
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

※ 

詳
し
く
は
ブ
ロ
ッ
ク
誌
又
は
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク

ス
」
等
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

年
金
請
求
者
向
け
説
明
会

●
説
明
内
容

　

私
学
共
済
の
年
金
制
度
の
概
要
及
び
年
金

の
請
求
手
続
き
や
退
職
後
の
年
金
額
の
試
算

に
つ
い
て

●
参
加
対
象
者

　

加
入
者
（
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務

課
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
）

●
参
加
費　

無
料

●
申
し
込
み
方
法

　

ブ
ロ
ッ
ク
誌
等
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
「
年

金
請
求
者
向
け
説
明
会
申
込
書
」
に
よ
り
、

申
込
締
め
切
り
日
（
必
着
）
ま
で
に
各
ガ
ー

デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
へ
郵
送
で
お
申
し

込
み
く
だ
さ
い
。

●
参
加
の
可
否
通
知

　

申
込
締
め
切
り
日
後
に
参
加
の
可
否
を
申

込
者
宛
て
に
郵
送
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

●
そ
の
他

　

定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
抽
選
と
な
り
ま

す
。
ま
た
、
申
込
者
が
著
し
く
少
な
い
開
催

地
区
は
、
中
止
と
さ
せ
て
い
た
だ
く
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

※ 

詳
し
く
は
ブ
ロ
ッ
ク
誌
又
は
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク

ス
」
等
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

地
域
事
務
担
当
者
研
修
会

●
研
修
内
容

　

私
学
共
済
制
度
の
事
務
に
か
か
る
基
礎
的

な
事
項
や
手
続
き
等
の
内
容
で
初
任
者
向
け

の
研
修

●
参
加
対
象
者　

共
済
事
務
担
当
者

●
参
加
費　

無
料

●
申
し
込
み
方
法

　

地
域
事
務
担
当
者
研
修
会
を
開
催
す
る
地

区
の
学
校
法
人
等
に
開
催
案
内
を
送
付
し
ま

す
。「
地
域
事
務
担
当
者
研
修
会
参
加
申
込

書
」
を
同
封
し
ま
す
の
で
、
申
込
締
め
切
り

日
（
必
着
）
ま
で
に
各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共

済
業
務
課
へ
郵
送
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ

い
。

●
参
加
の
可
否
通
知

　

申
込
締
め
切
り
日
後
に
参
加
の
可
否
を
申

込
者
の
連
絡
先
住
所
宛
て
に
郵
送
で
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

●
そ
の
他

　

定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
抽
選
と
な
り
ま

す
。
ま
た
、
申
込
者
が
著
し
く
少
な
い
開
催

地
区
は
、
中
止
と
さ
せ
て
い
た
だ
く
場
合
が

あ
り
ま
す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

※ 

詳
し
く
は
開
催
案
内
文
又
は
私
学
共
済

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
事
務
担
当
者
用
ロ
グ
イ
ン

ペ
ー
ジ
▼
お
知
ら
せ
」
等
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

平
成
27
年
度　

加
入
者
向
け
説
明
会
・
年
金
請
求
者
向
け
説
明
会
及
び

地
域
事
務
担
当
者
研
修
会
を
開
催
し
ま
す

広
報
相
談
セ
ン
タ
ー　

相
談
班

　

加
入
者
証
等
で
医
療
機
関
を
受
診
す
る

と
、
窓
口
で
は
一
部
負
担
金
の
み
の
支
払
い

で
済
む
た
め
、
実
際
に
か
か
っ
た
医
療
費
の

総
額
が
分
か
り
づ
ら
い
の
が
現
状
で
す
。

　

私
学
事
業
団
で
は
、
医
療
費
の
総
額
等
を

お
知
ら
せ
す
る
こ
と
に
よ
り
、
加
入
者
及
び

被
扶
養
者
の
皆
さ
ん
に
医
療
費
に
つ
い
て
の

実
情
を
知
っ
て
い
た
だ
き
、
健
康
管
理
に
対

す
る
意
識
を
持
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
目
的

に
、
今
年
も
10
月
下
旬
に
５
月
受
診
分
の
医

療
費
の
総
額
等
を
記
載
し
た
「
医
療
費
通

知
」（
加
入
者
宛
て
「
親
展
」
扱
い
の
圧
着

は
が
き
）
を
学
校
法
人
等
（
任
意
継
続
加
入

者
は
届
け
出
住
所
）
宛
て
に
送
付
し
ま
す
の

で
、
該
当
加
入
者
に
配
付
し
て
く
だ
さ
い
。

● 

「
医
療
費
通
知
」
に
は
、
受
診
者
名
、
受

診
年
月
、
入
院
・
外
来
等
の
別
、
診
療
日

数
、
医
療
費
の
総
額
及
び
自
己
負
担
額
が

記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
医
療
機
関
名
や
傷

病
名
の
記
載
は
あ
り
ま
せ
ん
。

● 

医
療
機
関
か
ら
本
事
業
団
へ
の
医
療
費
請

求
が
遅
れ
た
場
合
は
、
記
載
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
。
ま
た
、
５
月
以
前
の
受
診
分
を
記

載
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

● 

医
療
機
関
名
、
傷
病
名
及
び
診
療
内
容
等

の
問
い
合
わ
せ
に
は
、
お
答
え
で
き
ま
せ

ん
の
で
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

● 

「
医
療
費
通
知
」
は
、
確
定
申
告
の
際
の

医
療
費
控
除
の
証
明
書
と
し
て
使
用
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

● 

一
部
負
担
金
免
除
証
明
書
を
提
示
し
て
受

診
し
た
医
療
費
は
、含
ま
れ
て
い
ま
せ
ん
。

業
務
部 

短
期
給
付
課

医
療
費
通
知
の
送
付
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共
済
業
務

●積立共済年金（つみきょう）
　加入者が在職中に掛金を積み立て、その積立金と
配当金を原資として、退職（脱退）後に年金などを
受け取ることができる公的年金を補完する制度です。
　月々2,000円（２口）の掛金から積み立てること
ができ、運用予定利率は1.25％です。
　この制度には右の２コースがあります。
※ 積立金増額のため「中途一時払」の取り扱いがで
きます。
　募集のパンフレットを加入者向広報「レター」11月号に差し込んで送付していますので、加入者への配付をお願いします。

●共済定期保険（きょうさいていき）[ 共済定期保険専用フリーダイヤル　  0120（716）267 ]　 平日：9：00～17：15
　加入者の多様な保障ニーズに応えて、遺族年金や
短期給付などの公的保障制度を補完する制度です。
　コースの体系は右のとおりです。
　募集に当たっては、個別案内付き申込書が入った
封筒を10月下旬に学校法人等宛てに送付しますの
で、加入者に配付をお願いします。

　◆ １年ごとに収支計算し、剰余金が生じた場合は
配当金を還付します。

⎛
⎝
平成26年度配当率
家族年金コース・学校加入コース　43.82％
医療保障コース　　　　　　　　　46.96％

⎞
⎠

　◆ 退職後も継続して加入できる「退職後保障プラ
ン」を引受保険会社で用意しています。このプ
ランは共済定期保険脱退日直前まで継続して２
年以上加入している人が対象の個人保険です。

●申し込み方法
　後期募集では、「新規加入」「コース加入」「口数
の変更」さらに「被保険者の追加及び脱退（共済定
期保険のみ）」を受け付けます。
　積立共済年金の新規申し込みをする場合は「新規加入申込書」にて、すでに
積立共済年金に加入している人が他のコースに加入を希望する又は口数を変更
する場合は「コース加入・口数変更（増口・減口）申込書」にて申し込んでく
ださい。
　共済定期保険の申し込み（新規・変更・脱退）は、パンフレットに記載され
ている加入資格（告知内容）、支払条件等を確認のうえ、「加入申込書兼告知書」
にて手続きをしてください。

　送付先　〒113－8441　東京都文京区湯島１－７－５　私学事業団　福祉部保健課貯金係

※より詳しく知りたい教職員を対象に、学校に訪問して説明会を開催します。ご希望の場合は貯金係までお申し出ください。

満65歳までに10年以上掛金
を積み立て
→ 退職（脱退）後、年金又
は一時金を選択

自由選択コース
（一般生命保険料控除の対象）

満65歳までに２年以上掛金
を積み立て
→ 退職（脱退）後、年金・
医療保険・終身保険及び
一時金を複数選択可能

家族年金コース 加入者が死亡又は高度障害になった
場合、一時金又は年金を給付します。
独身の人も加入することができます
（配当金を還付）。

３大疾病保障コース
がん、急性心筋梗塞、
脳卒中と診断され、所
定の状態となったとき

長期休業補償コース
病気やケガで60日（免
責期間）を超えて就業
不能となったとき

学校法人等が保険料を負担し、加入
者へ弔慰金等を支給するなど福利厚
生制度を充実させることを目的とし
ています（配当金を還付）。

税制適格コース
（個人年金保険料控除の対象）

（主契約です）

医療保障コース
病気やケガで５日以上
入院したとき
（配当金を還付）

医療費支援コース
日帰り入院から保障そ
の他手術、女性疾病に
も対応

学校加入コース

募集期間　11月２日（月）～11月30日（月）　私学事業団必着
積立共済年金・共済定期保険積立共済年金・共済定期保険　後期募集後期募集（平成28年４月１日加入）（平成28年４月１日加入）

福祉部 保健課



２日（月）
積立共済年金・共済定期保険  後期加入申し込み開始
掛金  ９月分納期限
貸付  送金

６日（金） 貸付  10月分定期償還期限
10日（火） 貯金  払込期限（必着）
13日（金） 貸付  12月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
16日（月） アイリスプラン  年金コース加入申し込み締め切り

共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

共済業務

２日（金） 貸付  送金
６日（火） 貸付  ９月分定期償還期限
９日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（木） 貸付  11月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日（火） 貯金  送金
22日（木） 貸付  送金

23日（金） 積立共済年金  脱退申出等締め切り
貯金  後期加入・払戻・解約請求締め切り

28日（水） 掛金  ９月分掛金口座振替（自振校のみ）
貸付  10月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（金） 貸付  11月24日送金申し込み締め切り

月の共済業務スケジュール1111

月の共済業務スケジュール1010

積立貯金　　後期申し込み締め切り　　　　　　残高通知書等の送付　

① 積立貯金の後期加入申し込みは10月23日（金）（私学事
業団必着）までとなります。ご希望の場合はお早めに
お申し込みください。

② 「積立貯金決算明細書」は10月上旬に、貯金者にかか
る「積立貯金残高通知書」は10月中旬に、学校法人等
宛てに送付します。 【福祉部　保健課】

資格関係の電算用紙申請の再開

　一元化により資格関係の様式用紙が変更することに伴
い、学校法人等が作成した電算用紙による申請について
一時休止していましたが、新用紙（基礎届書関係を除く）
を私学共済ホームページに掲載しましたので、再開します。
新用紙を参考に作成してください。 【業務部　資格課】

ジェネリック医薬品差額通知の送付

　医療費の適正化を図ることを目的としてジェネリック
医薬品差額通知を実施することになりました。
　12月中旬ごろ、学校法人等宛てに送付しますので通知
対象者への配付をお願いします。詳しくは私学共済ホーム
ページ（10月下旬掲載予定）、「月報私学」及び「レター」
の11月号でお知らせします。 【業務部　短期給付課】

貸付けの申込締め切り日に
ご注意ください

　11月24日送金分は10月30日（金）が締め切り日となり
ます。締め切り日（毎月15日及び月末）が土・日曜日
又は休日のときは繰り上がりますのでご注意ください。
 【福祉部　貸付課】

「レター」11月号等の送付

　加入者向広報「レター」11月号、積立共済年金の募集
パンフレット等を10月下旬に学校法人等宛てに送付しま
す。送付部数は、９月末現在の加入者数（後期高齢者医
療制度の被保険者となった人を含みます）です。不足の
場合は、広報班までご連絡ください。
　なお、隔年発行の「私学共済ブック〔給付編〕」は、被用
者年金制度の一元化の関係で来年３月１日に発行予定で
すので、ご了承ください。 【広報相談センター　広報班】

年末調整用証明書の送付

①積立共済年金加入者
　 　９月下旬に、生命保険料控除のための証明書（個人
年金用・一般生命保険用）を積立共済年金加入者の届
け出住所宛てに送付しました。なお、平成27年10月１
日新規加入者は初回掛金振替後の10月下旬以降順次送
付します。
②共済定期保険加入者
　 　10月中旬に、生命保険料控除のための証明書を共済
定期保険加入者の届け出住所宛てに送付します。
 【福祉部　保健課】
③住宅貸付借受者
　 　平成26年12月までに住宅貸付を借り受けた人の「住
宅借入金等特別控除」のための27年分「残高証明書」
を、10月中旬に学校法人等宛てに送付します。
　※ 27年中に住宅貸付を受けた人及び残高証明書交付

後、借入金年末残高等に異動が生じた人にかかる確
定申告用の「残高証明書」は、28年１月中旬に学校
法人等宛てに送付します。 【福祉部　貸付課】

④任意継続加入者
　 　平成27年分任意継続掛金の納付が10月初旬までに確
認されている人には、「平成27年分任意継続掛金納付
証明書」を10月下旬に送付します。 【業務部　掛金課】
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
助成業務　http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　http://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）



私学振興事業本部
〒102 - 8145　東京都千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）
助成業務

私立学校等からの研修生受け入れ

　私学事業団では、私立学校教育の振興に関する実務経
験等を通じ、当該私立学校等の運営の充実を図るための
広い見識と実務能力の育成を図ることを目的として、助
成業務において私立学校等の職員を受け入れる研修制度
を設けています。
　平成28年度の研修生受け入れに関する募集要項は、10
月中旬にホームページ等でお知らせする予定ですのでご
覧ください。
　　　　　　　　　　【総務部　人事課】

☎03（3230）7883・7884
 Ｅメール　jinji@shigaku.go.jp

平成28年度「若手研究者奨励金」及び
「学術研究振興資金」の公募締め切り

　８月３日付けで、大学・短期大学・高等専門学校法人
宛てに電子窓口にて標記にかかる書類を配付しました
が、その提出締め切り日が近づいています。
　応募される学校法人は、下記の提出期限までに「研究
計画推薦書」、「研究計画調書」等、必要書類を電子窓口
でご提出ください。
　なお、「若手研究者奨励金」と「学術研究振興資金」
では提出期限が異なりますので、ご注意ください。
　公募要領等については、私学事業団ホームページ〔助
成業務のご案内▶学術研究振興資金▶平成28年度学術研
究振興資金公募要領等 及び 平成28年度学術研究振興資
金（若手研究者奨励金）公募要領等〕をご覧ください。

【提出期限】
　「若手研究者奨励金」：10月５日（月）
　「学術研究振興資金」：10月23日（金）

【助成部　寄付金課】
☎03（3230）7316・7319

 Ｅメール　kifukin@shigaku.go.jp

「月報私学」の回覧にご協力ください

　「月報私学」は、学校法人等宛てに送付しています。

　限られた部数の送付となりますので、本誌を広くご活用いただく

ためにも、法人等内での各部署への回覧にご協力くださるようお願

いします。

　また、私学事業団ホームページ〔広報誌・刊行物一覧▶月報私学〕

にも掲載していますのでご活用ください。
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（「月報私学」はホームページにも掲載しています）INFORMATIONINFORMATION
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融資事業のご案内融資事業の ご 案 内

宿泊施設のご案内宿泊施設の ご 案 内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
h t t p : / / w w w . s h i g a k u k y o s a i . j p /

対象となる主な施設や事業と融資金利は次のとおりです。

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

　私学事業団融資は、長期借入・
固定金利・元金据置（最大２年間）・
元金均等償還です。

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jp

■融資金利表（平成27年10月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
　　 校（園）舎、体育館、講堂、遊戯室

等の建築事業等並びに校（園）地の
買収事業等

年％ 年％ 年％

1.0 0.5 0.5

【特別施設費】
　　 寄宿舎、国際交流会館、セミナー

ハウス等の建築事業並びに当該施
設建築のための土地買収事業等

1.1 0.6 ―

【教育環境整備費】
　　 校教具（幼稚園、特別支援学校、

専修学校が対象）、通園バス、大
型設備・情報技術整備等の購入

― 0.5
5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.4
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。

金　沢　兼
けん

　六
ろく

　荘
そう

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
（JR「金沢」駅から北鉄バスで「南町」下車、徒歩４分）

ひがし茶屋街（写真提供：金沢市） 加賀料理（イメージ）

兼六荘は、目の前に金沢城公園があり、日本三名園「兼六園」をはじめ、
主な観光スポットが徒歩圏内にあるため、観光の拠点として最適です

加賀料理堪能プラン

１泊２食（２名１室／１名様）10,800円
「食彩 雪づり」で旬の食材を使用した加賀
料理をご賞味いただけるプランです。
取扱期間：通年（年末年始を除きます）
※１名１室の場合は1,000円の割増となります。

安芸の宮島 安芸の潮騒プラン料理（イメージ）

日本三景「安芸の宮島」を訪れ、朝夕に美しく表情を変える瀬戸内海をご覧になってみませんか

〒732-0052　広島市東区光町1-15-21　☎082（262）1122
（JR「広島」駅下車、徒歩５分）
http://www.hotelgp-hiroshima.com/

HOTEL, BANQUET& RESTAURANT

安芸の潮騒プラン

１泊２食（１名様）8,900円

瀬戸内の魚介類を中心とした海鮮三昧の夕食
付き宿泊プランです。
取扱期間：通年（年末年始を除きます）




